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中小企業等の生産性向上に向けた行政手続簡素化に関する意見 

 

平成 28 年 12 月 15 日

第 661 回常議員会 

日 本 商 工 会 議 所 

【基本認識】 

 わが国経済は、アベノミクスの大胆な金融政策と機動的な財政政策により、

需給ギャップの縮小によるデフレからの脱却まであと一歩というところまで来

ている。一方、成長力は欧米その他の先進国と比較して力強さを欠いており、

労働力の減少という構造的な問題を抱える中、わが国が持続的に成長するため

には、イノベーションと構造改革により、「０％台で低迷を続ける潜在成長率の

底上げ」が急務となっている。 

 とりわけ、わが国企業の大宗をなす中小企業の労働生産性は、大企業の約２

分の１に止まっていることに加え、特に「宿泊・飲食」、「介護・看護」、「運輸」、

「建設」等の労働集約型産業では人手不足が深刻な状況にある。このため、生

産性の向上と働き方改革に同時に取り組んでいくことが不可欠であるが、生産

性向上の障害や長時間労働の原因として、規制や行政手続の煩雑さを挙げる声

も多い。 

 そこで当所では、労働生産性を低下させる要因となっている行政手続の実態

を把握しその改善に繋げるため、会員企業にアンケート調査およびヒアリング

を行い、現場の“生の声”を収集した。その結果、企業が日常的に行う「社会

保険」、「補助金・助成金」、「税務」、「許可・認可」、「公共調達」等の分野にお

ける行政手続が、事務負担およびコストの両面で負担感を持たれていることが

明らかとなった。このような負担を、幅広い範囲で思い切って一定量削減でき

れば、その効果は全国に及び、わが国全体の生産性向上、ひいては働き方改革

にも大きく寄与するものと考える。 

 現在、政府は、「日本再興戦略 2016」において「生産性革命を実現する規制・

制度改革」を掲げ作業をスタートしているところであり、国と地方とが連携し、

行政手続の簡素化を重点分野と削減目標を定めて計画的に進め、安倍政権が目

指す「世界で一番ビジネスがしやすい国」を確実に実現していく必要がある。 

以上の基本認識に基づき、行政手続の簡素化について下記のとおり意見を述

べる。なお当所では、別途、規制・制度改革についての意見をとりまとめ、提

出する予定であることを申し添える。 

 
記 
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１．重点的に簡素化すべき行政手続分野 

当所が中小・小規模事業者の会員を対象にアンケート調査を行ったところ、

回答企業の約５割が「社会保険」、「補助金・助成金」、「税務申告」の３分野の

手続に負担を感じており、以下、「許可・認可」、「公共調達」、「貿易・輸出入」

の順で続く結果となった【図表１】。 

また、内閣府と共同で会員企業を対象に実施したアンケート調査では、「事業

継続・拡大時」に負担と感じる事務は、「税務」、「補助金・助成金」、「社会保険」、

「許可・認可」、「行政による調査」との回答が多かった。また、「事業開始時（創

業時）」に負担と感じる事務は「社会保険」、「事業終了・承継時」に負担と感じ

る事務は「登記」との回答が一番多かった【図表２】。 

行政手続簡素化の効果を全国に波及させるためには、出来る限り大きな分野

をターゲットにする必要があるため、上記調査結果に基づき、以下の８分野を

「重点的に簡素化すべき行政手続分野」として削減目標を定め、計画的な取り

組みを推進すべきであると考える。 

これらの分野における行政手続を簡素化することは、企業のみならず行政側

の負担軽減にも繋がり、企業・行政双方の「生産性向上」と「働き方改革」を

同時に実現することができると考える。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

重点的に簡素化すべき行政手続分野 

（１）社会保険 （５）公共調達 

（２）補助金・助成金 （６）貿易・輸出入 

（３）税務 （７）登記 

（４）許可・認可 （８）行政による調査 
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【図表１】行政手続簡素化に関するアンケート調査 

 

 

 

【図表２】事業者の規制・行政手続簡素化に関する調査 

 

 

※商工会議所会員への内閣府との共同アンケート調査（2016 年 11 月実施） 

※回答者数 763 

※「負担と感じる手続」を選択（複数回答） 
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①社会保険

②補助金・助成金

③税務

④許可・認可

⑤公共調達

⑥貿易・輸出入

⑦安全基準

⑧会社設立・組織再編・解散

⑨その他

※商工会議所会員へのアンケート調査（2016 年 10 月実施） 

※回答者数 1,091 

※「行政手続で負担と感じる分野」を選択（複数回答） 

①   ②                  ③    ④  ⑤   ⑥   ⑦   ⑧   ⑨  

事業の段階 分野 回答数 負担と感じる手続

税務 496 従業員の納税（151）、国税（147）、地方税（129）、従業員への各種証明書類（69）

補助金・助成金 273 補助金・助成金の申請（189）、補助金・助成金の事後手続（84）

社会保険 251 社会保険（165）、従業員の労務管理（86）

許可・認可 211 営業の許可・認可（211）

行政による調査 182 調査・統計への協力（182）

公共調達 81 行政への入札・契約（81）

貿易・輸出入 56 税関（25）、個別品目の輸出入の許認可（24）、港湾（7）

社会保険 124 従業員の労務管理（71）、社会保険（53）

税務 113 国税（64）、地方税（49）

許可・認可 103 事業開始の許可・認可（98）、事業開始以外に事業に必要な許可・認可（5）

登記 97 商業登記（39）、定款認証（35）、不動産登記（23）

登記 96 法人解散・清算登記（40）、商業登記（32）、不動産登記（24）

社会保険 50 承継時の社会保険（35）、廃業時の社会保険（15）

税務 39 地方税（23）、国税（16）

許可・認可 32 営業の許可・認可（32）

事業継続
・事業拡大時

事業終了
・承継時

事業開始時
（創業時）
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２．行政手続簡素化を進めるための手法 

国および地方自治体における行政手続や調査は数が多く、全ての負担の内容

を把握することは困難である。また、ヒアリング等で把握できた個々の事案の

みを簡素化しても効果は限定的である。一方、先進諸国において、政府主導で

行政手続の簡素化に取り組み、コスト削減に成功した先進事例がある。 

これらを踏まえると、わが国において「行政手続簡素化」を実現するために

は、これまでに前例のない革新的な取り組みが不可欠であり、政府が取り組み

を進める際の具体的な手法として、以下のとおり提案する。 
 

（１）行政自らが手続の総量を把握したうえで一律の削減目標（メルクマール）を設定する 
 

○イギリス等では、全省庁一律で行政手続コスト２５％削減という目標を掲げ

て推進し、成果をあげている。これら海外の先進事例を参考として、「全省

庁一律で２０％削減」という目標（メルクマール）を定める。その際、行政

自らが、手続の数、手続にかかるコスト、手続に要する時間、行政が実施し

ている調査の数等について調査し、手続の総量を把握する。 

○行政手続の簡素化を図る分野ごとにＫＰＩと工程表を定め、ＰＤＣＡサイク

ルをしっかり回す。 
 

（２）「原則」と「例外」を逆転する発想で削減する 
 
○中小企業庁は、補助金の申請書類を「原則３枚以内」としている。補助金の

申請書類は「原則３枚以内」とし、必要があれば例外的にそれ以上の枚数を

認めることを、全省庁共通のルールとする。 

○許可・認可は、出来る限り規制緩和を行い、原則、届出制とし、必要最低限

のものに限り、登録制や許可・認可制とする。 

○入札は、初期段階では簡易な応募様式とし、選考が進むにつれて精査をして

いく多段階選抜方式とすることも考えられる。 
 

（３）書類の提出先をワンストップ化する 
 
○税務申告や社会保険の手続等は、記載内容がほぼ同じでも、税務署と都道府

県税事務所、ハローワークと年金事務所など提出先が複数にわたる。類似の

書類の提出先については、ワンストップ化を目指していくべき。 

○国家戦略特区に指定された東京都には、開業時に必要な手続きをワンストッ

プで行うことができる「東京開業ワンストップセンター」が設置されている。

こうした優れた制度は全国に展開すべき。 
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（４）国が地方自治体向けの統一様式を作成し、その使用を徹底する 
 
○地方自治体がそれぞれ、提出書類の種類や様式を定めているため、自治体の

枠を超えて活動している企業は、自治体ごとに書類を作らざるを得ない。こ

のことがＩＣＴ化やｅＬＴＡＸ（地方税の申告システム）の使いづらさの一

因となっている。このため、国が地方自治体向けに統一の様式を作成し、そ

の使用を徹底する。 
 

（５）ＩＣＴ、マイナンバーの情報連携機能を活用して効率化する 
 
○ｅ－Ｔａｘ（国税の申告システム）と、ｅＬＴＡＸ（地方税の申告システム）

は互換性がなく、また、両者とも、利用するためにはＩＣカードリーダ等の

購入コストがかかる。加えて、ｅＬＴＡＸは、自治体ごとに登録が必要で不

便である。こうした一連の使いづらさを改善する。 

○登記等の申請時の添付書類が多く、登記事項証明書など未だ電子化されてい

ない書類もある。申請書類は、原則、電子化する。また、マイナンバーの情

報連携機能を活用して証明書等の添付書類を削減するなど、行政手続のＩＣ

Ｔ化と添付書類の大幅削減を加速する。 
 

（６）手続期間を均一化・短縮化する 
 
○同じ手続を同じ窓口でする場合でも、担当者によって審査や書類返却に要す

る時間に格差がある。担当者の資質向上を図り、手続期間の均一化・短縮化

を図る。 
 

（７）行政手続の簡素化が図られた分の手数料を引き下げる 
 
○行政手続の簡素化が図られた場合は、実費として徴収している証明料や審査

料等の手数料から、削減された事務量に見合う金額を差し引く。 

 

以 上 
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（参考）事業者が負担と感じている行政手続の事例 

前述のアンケート調査と合わせて、会員事業者に個別のヒアリングを行った

ところ、以下のとおり具体的な指摘があった。 

 

（１）社会保険分野 

事例① 書類の提出先が複数存在する。また、従業員の入退社や住所・氏名の

変更の都度、手続が必要 

創業した際は、まず労働保険の保険関係成立届等を出しに労基署に行き、そ

こで受領印を得てから、雇用保険適用事業所設置届等を出しにハローワークに、

また、健康保険・厚生年金保険新規適用届等を出しに年金事務所等に行く必要

がある（郵送は不可。実態を調べるため、事務所の賃貸借契約、登記簿謄本、

賃金台帳、労働者名簿、出勤簿等も必要）。 

その後、従業員の入退社や、結婚による住所・氏名の変更、出産等の度にハ

ローワークや年金事務所等に書類を提出しなければならない。 
 
（注）創業、従業員の入退者時の手続（協会けんぽ適用事業所の場合） 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

（２）補助金・助成金分野 

事例① 利用できる助成金がどれなのかがわかりづらく、提出資料も多い 

雇用関係の助成金は種類が多く、どれを利用できるか（すべきか）を把握す

るのは専門家でなければ困難である。また、例えばキャリア形成に係る助成金

申請では、従業員一人一人の教育計画や、効果確認のための報告書、評価シー

ト等を逐次提出しなければならない。 

 

 

 

 
 

＜創業＞  

労基署 

ハローワーク 

年金事務所 

ハローワーク 

年金事務所 

＜従業員の入退社＞ ＜従業員の住所・氏名の変更＞

年金事務所 

ハローワーク 

（主な提出書類） 

・雇用保険被保険者資格取得届、雇用保険被保険者

資格喪失届（⇒ハローワーク） 

・健康保険・厚生年金保険被保険者資格取得届、

健康保険・厚生年金保険被保険者資格喪失届

（⇒年金事務所） 

（主な提出書類） 

・雇用保険被保険者氏名変更届（⇒ハローワーク） 

・健康保険・厚生年金保険被保険者住所変更届、

健康保険・厚生年金保険被保険者氏名変更（訂

正）届（⇒年金事務所） 

 

（主な提出書類） 

・労働保険 保険関係成立届（⇒労基署） 

・雇用保険適用事業所設置届（⇒ハローワーク） 

・健康保険・厚生年金保険新規適用届（⇒年金

事務所） 
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（注）主な雇用関係助成金の一覧 

 

 

事例② 補助事業の手続に必要な書類が多い 

補助事業への応募、交付申請、実績報告等、補助事業の実施に必要な書類が

大変多い。例えば、応募申請の際に「事業計画書」を提出し、採択後「交付申

請書」を提出する補助金では、「事業計画書」と「交付申請書」の記載内容が重

複している場合も多い。また、事業への応募書類や交付申請書に株主等一覧表

や経営状況表を記載するにもかかわらず、別途、定款（もしくは登記事項証明

書）と決算書の提出が求められる場合もある。 
 
（注）中小企業庁は、平成25年度補正予算事業より、補助金申請書類のひな形を「原則３枚以内」に削減

している。 

 

事例③ 実績報告書等の保存期間が長い 

補助事業の実績報告書・関係証憑書類等は、補助事業終了後５年間保存しな

ければならない 

 
（注）「行政文書の管理に関するガイドライン」別表第１「行政文書の保存期間基準」により、「補助事業

等実績報告書」の保存期間は「交付に係る事業が終了する日に係る特定日以後５年」とされている。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１ ． 従業 員 の 雇 用維 持 を 図る 場 合 の 助 成金 ５． 障害 者 が 働 き 続 け られ る よ う に 支 援 す る 場 合 の 助 成金
雇 用 調 整 助 成金 障害 者 作 業 施設 設 置 等 助 成金

２ ． 離職 者 の 円 滑な 労 働 移動 を 図る 場 合 の 助 成金 障害 者 福 祉 施設 設 置 等 助 成金
労 働 移 動 支 援助 成 金 （再 就 職 支 援 奨励 金 ） 障害 者 介 助 等助 成 金
労 働 移 動 支 援助 成 金 （受 入 れ 人 材 育成 支 援 奨 励 金／ 早 期 雇 入 れ支 援 ） 障害 者 雇 用 安定 奨 励 金 （訪 問 型 職 場 適応 援 助 促 進 助成 金 ）

労 働 移 動 支 援助 成 金 （受 入 れ 人 材 育成 支 援 奨 励 金／ 人 材 育 成 支援 ） 障害 者 雇 用 安定 奨 励 金 （企 業 在 籍 型 職場 適 応 援 助 促進 助 成 金 ）
労 働 移 動 支 援助 成 金 （キ ャリ ア 希 望 実 現 支援 奨 励 金 ／ 生涯 現 役 移 籍受 入 れ 支 援 ） 重度 障 害 者 等通 勤 対 策 助 成金
労 働 移 動 支 援助 成 金 （キ ャリ ア 希 望 実 現 支援 奨 励 金 ／ 移籍 人 材 育 成支 援 ） 重度 障 害 者 多数 雇 用 事 業 所施 設 設 置 等 助成 金

３ ． 従業 員 を新 た に 雇 い 入 れ る 場 合の 助 成 金 障害 者 職 場 復帰 支 援 助 成 金
特 定 求 職 者 雇用 開 発 助 成 金（ 特 定 就職 困 難 者 雇 用開 発 助 成 金 ） ６． 仕事 と 家 庭 の 両 立に 取 り 組む 場 合の 助 成 金

特 定 求 職 者 雇用 開 発 助 成 金（ 高 年 齢者 雇 用 開 発 特別 奨 励 金 ） 両立 支 援 等 助成 金 （ 事 業所 内 保 育 施 設設 置 ・ 運 営等 支 援 助 成金 ）
障 害 者 トライ ア ル 雇用 奨 励 金 出生 時 両 立 支援 助 成 金
障 害 者 初 回 雇用 奨 励 金 （フ ァ ー ス ト・ ス テ ッ プ奨 励 金 ） 介護 支 援 取 組助 成 金

中 小 企 業 障 害者 多 数 雇 用 施設 設 置 等 助成 金 両立 支 援 等 助成 金 （ 中 小企 業 両 立 支 援助 成 金 （ 代替 要 員 確 保コ ー ス ））
障 害 者 雇 用 安定 奨 励 金 （障 害 者 職 場定 着 支 援 奨 励金 両立 支 援 等 助成 金 （ 中 小企 業 両 立 支 援助 成 金 （ 育休 復 帰 支 援プ ラン コー ス ） ）
発 達 障 害 者 ・難 治 性 疾患 患 者 雇 用 開発 助 成 金 女性 活 躍 加 速化 助 成 金

地 域 雇 用 開 発助 成 金 （地 域 雇 用 開 発奨 励 金 ） ７． 従業 員 等 の 職 業能 力 の 向 上 を図 る 場 合の 助 成 金
地 域 雇 用 開 発助 成 金 （沖 縄 若 年 者 雇用 促 進 奨 励 金） キ ャリ ア 形 成 促 進 助成 金
ト ライア ル 雇 用 奨 励金 キ ャリ ア ア ッ プ 助 成金

三 年 以 内 既 卒者 等 採 用 定 着奨 励 金 キ ャリ ア 形 成 促 進 助成 金
生 涯 現 役 起 業支 援 助 成 金 キ ャリ ア 形 成 促 進 助成 金
４ ． 従業 員 の 処 遇や 職 場 環 境 の改 善 を 図る 場 合 の 助 成金 建設 労 働 者 確保 育 成 助 成 金

職 場 定 着 支 援助 成 金 （中 小 企 業 団 体助 成 コ ー ス ） 障害 者 職 業 能力 開 発 助 成 金（ 障 害 者 職業 能 力 開 発 訓練 施 設 等 助 成金 ）
職 場 定 着 支 援助 成 金 （個 別 企 業 助 成コ ー ス ） 障害 者 職 業 能力 開 発 助 成 金（ 障 害 者 職業 能 力 開 発 訓練 運 営 費 助 成金 ）
キ ャリ ア ア ッ プ 助成 金 ８． 労働 時 間 ・ 賃金 ・ 健 康 確保 ・ 勤 労者 福 祉 関 係 の助 成 金

高 年 齢 者 雇 用安 定 助 成 金 （高 年 齢 者活 用 促 進 コー ス ） 職場 意 識 改 善助 成 金
高 年 齢 者 雇 用安 定 助 成 金 （高 年 齢 者無 期 雇 用 転 換コ ー ス ） 中小 企 業 最 低賃 金 引 上 げ 支 援 対 策費 補 助 金 （業 種 別 中 小 企業 団 体 助 成 金）
建 設 労 働 者 確保 育 成 助 成 金   中小 企 業 最 低賃 金 引 上 げ 支 援 対 策費 補 助 金 （業 務 改 善 助 成金 ）

通 年 雇 用 奨 励金 受動 喫 煙 防 止対 策 助 成 金
退職 金 共 済 制度 に 係 る新 規 加 入 等 掛金 助 成

出典：厚生労働省ＨＰ 



8 

事例④ 毎年、事業の成果報告の義務がある 

順調に事業が進捗している場合でも、補助事業終了後５年間、毎年、事業の

成果を報告しなければならない補助金がある。 
 
（注）平成26 年度に事業開始、平成27 年度中に事業終了を迎えた補助金の報告対象期間と提出期限 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

（３）税務分野 

事例① 税目により申告書の提出先が異なる 

法人税は税務署、法人事業税は都道府県税事務所、法人住民税は市町村と、

税目により申告書の提出先が異なっており、事業者の負担感が大きい。 
 
（注）企業が納付する主な税金と申告先 

 

 
 
 
 
 
 

事例② 特別徴収に係る書類の様式・通知時期がバラバラであり、市区町村に

とっても特別徴収にかかる事務は大きな負担である 

個人住民税については、特別徴収という形で事業所が従業員の住民税を給与

から天引きし、各市区町村に納付しているが、給与支払報告書（総括表）や、

特別徴収税額通知等の様式が市区町村ごとにバラバラであり、それらの記載・

確認作業だけでも非常に煩雑となっている。また、市区町村ごとに特別徴収税

額通知が届く時期が異なるため、書類が到着しているかどうかのチェック作業

が必要である。 

他方、特別徴収事務は市区町村にとっても負担が大きく、各市区町村がそれ

ぞれで様式を工夫して効率的な事務に努めているところだが、むしろそうした

工夫が企業にとっては事務手続きの煩雑さにつながっている。 
 
（注）事業者と市区町村の双方の事務負担を軽減するため、例えば、事業者からの申告受付や市区町村の

特別徴収事務等を一元的に行う「納税一括管理センター（仮称）」を創設することが考えられる。 

 
 
 
 
 
 
 
 

報告対象期間 提出期限 

交付決定日～H28/3/31 H28/6/30 
H28/4/1～H29/3/31 H29/6/30 
H29/4/1～H30/3/31 H30/6/30 
H30/4/1～H31/3/31 H31/6/30 

H31/4/1～H32/3/31 H32/6/30 

国税 地方税 

税目 法人税 法人事業税・法人都道府県民税 法人住民税 

申告先 税務署 都道府県税事務所 市町村 

※現在の資本金、従業員数、総売上、事
業化状況、試作開発等の所要経費の推移
等をネット経由で報告 
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事例③ 申告に必要な書類が多い 

法人税の申告には、申告書、別表、財務諸表、株主資本等変動計算書、勘定

科目内訳明細書、会社事業概況書等が必要であるが、税金の計算に必ずしも関

係のない書類があるなど、種類・枚数ともに煩雑である。また、税務署によっ

ては、法人税や消費税について資本金等に応じて申告書類を２～３部提出する

必要がある。 
 
（注）資本金１億円、従業員約2,000 名の機械製造業の法人税申告に係る書類の枚数の例 

 

 

 

 

 

 

 

 
（注）税務署によっては、税務署を通じて申告書を国税局や会計検査院にも提出するため、資本金等に応

じて下記のとおり複数提出することとなっている。 
 

 

 

 

事例④ 電子申告を利用する際、電子署名とカードリーダの購入が必要 

現在、電子申告を行うには公的個人認証による電子署名の添付が必要なため、

マイナンバーカード等の取得とともにＩＣカードリーダライタを購入する必要

がある。 
 
（注）ＩＣカードリーダライタは、2,000～7,000円程度で販売されている。 
（注）所得税申告の e-Tax 利用率は平成 25 年度で 51.8％。うち、自宅からのｅ-Tax の

利用率は８％程度。 
（注）平成 27年度税制改正において、電子証明書やＩＣカードリーダライタを利用しな

い新たな認証方式が決定されたが、「平成 28年度税制改正大綱」にて、「日本年
金機構における個人情報流出問題を契機として（中略）、早期にセキュリティ対
策やなりすまし対策について再検討を行った上で実施する」とされた。 

 
 

事例⑤ ｅ－ＴａｘとｅＬＴＡＸが別システムで互換性がない 

電子申告のシステムは、国税のｅ－Ｔａｘ、地方税のｅＬＴＡＸ（エルタッ

クス）と別になっており、利用する際はそれぞれ利用登録しなければならない。 
 
 
 

種類 枚数 

申告に係る届出書 ３３枚 

比較財務諸表 １０枚 

株主資本等変動計算書 １枚 

勘定科目内訳明細書 ３４枚 

会社事業概況書 ３枚 

合計  ８１枚  

消費税  

要件 部数 

資本金１億円以上 
課税標準５億円以上 ３部 

〃５億円未満 ２部 

上記以外 
〃５億円以上 ２部 

〃５億円未満 １部 

法人税  

要件 部数 

資本金１億円以上 ３部 

資本金 9,000 万円以上または 
法人税額 5,500 万円以上 

２部 

上記以外 １部 

※法人税、消費税とも、上記に加え別途OCR用紙１枚を提出 
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事例⑥ ｅＬＴＡＸの使い勝手が悪い 

ｅＬＴＡＸを始める際に、埼玉県とさいたま市など複数の自治体を同時に選

択・登録することができない。複数の自治体を登録する場合は、ｅＬＴＡＸ対

応のソフトウェア（ＰＣｄｅｓｋ）を別途ダウンロード、インストールし、登

録内容の変更（追加）の作業を行わなければならない。 
 
（注）東京23区のみに所在する事業者を除き、通常、少なくとも２以上の自治体に税金を納めるため、ｅ

ＬＴＡＸを使う場合は上記作業を行う必要がある。 
（注）ｅＬＴＡＸにおける自治体登録のイメージ 

 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 

（４）許可・認可分野 

事例① 許可申請に必要な書類が多い 

わが国の許認可等の総数は 14,908 件（平成 27 年４月１日現在）と言われている。

例えば、建設業許可の申請に必要な書類は約 30 種類あり、添付書類も多い。ま

た、申請書類の多さから、対日投資を諦めたスイスの医療機器メーカーもある。 
 
（注）建設業の許可申請に必要な書類（東京都の場合。必ず必要な書類のみ） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

・許可申請書 ・登記されていないことの証明書 
・役員等の一覧表 ・身分証明書 
・営業所一覧表 ・管理責任者証明書 
・専任技術者一覧表 ・管理責任者の略歴書 
・工事経歴書 ・専任技術者証明書 
・直前３年の各事業年度における工事施工金額 ・許可申請者の住所、生年月日等に関する調書 
・使用人数 ・株主（出資者）調書 
・誓約書 ・登記事項証明書 
・定款 ・納税証明書（決算未到来の場合は設立届） 
・財務諸表 ・管理責任者の確認資料 
・営業の沿革 ・専任技術者の確認資料 
・所属建設業者団体 ・営業所の確認資料 
・健康保険等の加入状況 ・健康保険・厚生年金・雇用保険の加入を証明する資料 
・主要取引金融機関名 ・役員等氏名一覧表 
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事例② 許可権者に対し、毎年、通常の決算書とは別のフォーマットでの決算

報告が必要 

建設業者は毎年、決算報告を提出するが、財務諸表関係の資料は企業の決算

書から建設業法に沿ったフォーマット（千円単位）に作成し直す必要がある。 
 
（注）建設業の決算報告に必要な書類（東京都の場合） （注）建設業法におけるフォーマット（損益計算書） 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

事例③ 個人飲食店が生前に事業承継する場合、新規開業と同じ手続が必要 

個人飲食店の代表者が死亡し、その子が事業を相続する場合には簡易な変更

手続だけで済むが、生前に営業を譲渡する場合は新規開業と同じ手続が必要で

ある。 
 
（注）食品衛生法 第五十三条（抄） 

許可営業者について相続があつたときは、相続人（相続人が二人以上ある場合において、その全員
の同意により当該営業を承継すべき相続人を選定したときは、その者）は、許可営業者の地位を承
継する。 
 

（注）新規開業の手続きと相続の手続の違い（埼玉県の場合） 
 
 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・変更届出書（決算報告書） 
・工事経歴書 
・直前３年の各事業年度の工事施工金額 
・貸借対照表 
・損益計算書・完成工事原価報告書 
・株主資本等変動計算書 
・注記表 
・付属明細表 
・事業報告書 
・納税証明書 
・使用人数（※変更時のみ） 
・使用人の一覧表（※変更時のみ） 
・定款（※変更時のみ） 
・変更届出書（決算報告書） 

まず、開業にあたって保健所に相談したうえで、食品取扱者の検
便（保菌検査）を行う。その後、①食品営業許可申請書、②営業
設備の大要（平面図および案内図）、③食品衛生責任者の資格を証
明するもの（必要としない業種あり）、④法人の登記事項証明書ま
たは登記簿謄本（法人の場合）、⑤水質検査成績書（井戸水等を使
用する場合）と申請手数料を準備し保健所に提出。その後、保健
所による施設基準に適合しているかの現地確認の後、適合してい
れば営業許可証交付。 

＜新規開業の場合＞ ＜相続の場合＞ 

①許可営業車の地位の承継届、②戸籍
謄本、③（相続人が2人以上いる場合）
同意書、④営業許可証の写しを保健所
に提出。 

食品営業許可申請書 

営業施設の大要 
（平面図および案内図） 

許可営業者の地位の承継届 

すべて千円単位
となっている  

建設業法に沿った
フォーマットで作
成する必要あり 
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事例④ 窓口職員の専門知識・能力等により、審査機関に格差がある 

ＦＤＡ（アメリカ食品医薬品局）など海外の審査機関と日本のＰＭＤＡ（独

立行政法人医薬品医療機器総合機構）を比較すると、ＰＭＤＡは専門人材、特

にデバイスのスペシャリストが明らかに不足しており、海外でスムーズに許可

が下りた医療機器でも、日本では許可に長い時間と手間がかかった事例がある。 

また、機能性表示食品の届出については、「販売日の 60 日前までに消費者庁

長官に届け出る」こととなっているが、実際は書類の不備指摘事項などの連絡

が来るまでに 90 日程度かかることもある。また、一度修正して届出しても、ま

た別の指摘が追加されて返されるため、受理されるまでの期間がさらに伸びて

しまっている。 

 

（５）公共調達分野 

事例① 入札参加資格書類が煩雑、かつ自治体ごとにバラバラである 

入札参加に必要な書類が多い。また、その種類や様式が自治体ごとにバラバ

ラであり、自治体を超えて事業を行っている建設業は書類を作り直す必要があ

る。 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（注）特に、ＰＰＰやＰＦＩは通常の入札よりも資料が多いため、コストになっているとの声がある。 

 

 

＜埼玉県の場合＞ 

自治体によって、必要書類やそ
の様式がバラバラ  
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事例② 入札から落札後に至るまで呼び出しがあまりにも多い 

入札に際してのヒアリングや落札後の調整に長い時間がかかる。また、入札

に際してのヒアリングの日時が決め打ちで、融通が利かない。落札後の打ち合

わせなどでたびたび呼び出され、メールでの対応はできない。 

 

（６）貿易・輸出入分野 

事例① コンテナターミナルの搬出入ゲートの操業時間が短い 

世界の主要な貿易港が24 時間体制をとる中、通関窓口の開庁時間は 24 時間体

制をとるところもあるが、コンテナターミナルの搬出入ゲートの操業時間は短く、荷物

の引き取りができない。 

 

（７）登記分野 

事例① 法務局と市町村で情報連携ができていない 

相続等により不動産の所有権移転登記等を申請する際、自治体発行の証明書

（固定資産評価証明書、戸籍謄本）等を添付する必要がある。マイナンバーを

活用して情報連携できれば、まず市町村に行き、その後法務局に行くという必

要がなくなる。 

 

（８）行政による調査分野 

事例① 行政からの調査・アンケートの依頼が多い 

法定、非法定を問わず国、地方公共団体、独立行政法人等による調査やアン

ケートの依頼が多い。断ることもできず、対応が負担となっている。 

 

（９）会社設立分野 

事例① 会社設立時、複数の役所で手続しなければならない 

会社設立には概ね、発起人全員の印鑑証明書を準備したうえで、公証役場で

定款認証、法務局で登記をし、登記簿謄本を準備したうえで、税務署・県・市

で税務手続、労基署・ハローワーク・年金事務所で社会保険手続が必要である。 

 


